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補助金交付内容等
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　補助金の額は、補助対象経費の１０分の８以内とする。ただし、補助金の額に千円未満の端数が生じたと
きは、これを切り捨てる。
《補助対象経費》
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　地域の特色を活かした、若者らしい多彩な事業を資金面で支援し、地域の雇用を創出することで地域課題
の解決を図り、継続経営が可能な団体を目指す。

事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など
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　人口減少が急速に進行し、地域全体の経済や活力の低下が大きな問題となっており、特に本市では、若年
層の人口流出の抑止と人口定着が課題となっている。そのため、若い世代が失敗を恐れることなく、街づく
りにチャレンジできる環境づくりや若者の自主的・主体的な取り組みによる事業を支援する。

平成27年度　（新規）一般社団法人　青少年育成協会
平成28年度　（新規）株式会社　玉乃舎
　　　　　　（2年目）一般社団法人　青少年育成協会
平成29年度　（新規）島原城下町本陣”酒蔵“
　　　　　　（新規）春夏秋冬運営会
　　　　　　（2年目）株式会社　玉乃舎
平成30年度　（新規）島原アミューズメントカフェズ
　　　　　　（2年目）春夏秋冬運営会
　　　　　　（3年目）株式会社　玉乃舎
令和元年度　（2年目）島原アミューズメントカフェズ
　　　　　　（3年目）春夏秋冬運営会
令和2年度　 （新規）Exstan株式会社
　　　　　　（3年目）島原アミューズメントカフェズ

継続 新規

あり なし



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

判
定
理
由

千円

令和4年度で事業廃止予定。

休止･廃止の具体的方向性

　本事業は、事業内容や事業効果等の指摘がなされていることや起業等への支援施策として、県にお
いても各種支援事業が実施されていることから、新規事業は受付けず、現在、採択されている事業が
継続して申請可能な令和4年度を目途に廃止する旨、方針決裁済みである。

平成27年度から本事業を開始し、令和2年度までで計6団体に補助金を交付
している。そのうち2団体は解散や事業廃止するなど、継続経営に結びいて
いない状況にある。

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直しの

総 合 評 価

判
　
定

事業内容や事業効果等の指摘がされていることもあり、今後は審査基準の
在り方や交付率及び交付年数なども含めて検討しなおす必要があると考え
る。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

② 市 の 関 与 の 必 要 性
雇用の創出や地域の賑わいの創出など、地域の課題に対し、ソフト面で支
援することで、より若者がまちづくりにチャレンジしやすい環境作りを行
うのは重要であると考える。

① 助 成 事 業 の 効 果

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

　地域の特色を活かした雇用の創出や地域の賑わい創出などを目的に始まった事業ではあるが、事業内容・事業効果等
への指摘や、県の各種支援事業が設けられている状況等を考慮し廃止。

判　　　定

備
考

⇒ -500

備　　考

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


